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1. はじめに
本研究は、2008年度より日本大学生産工学部学

術講演会数理情報部会において、実社会と ORと
いう観点から、1年間のトピックを基に事例検証を
発表していくものである。今年は日高らが述べた
事象について、再検討を行うとともに、理論と実
際の融合性が際立つ ORでの見解を述べていく。

2. 現状認識
モノが売れないという事実は、顕著に具現化さ

れており、結果として低価格競争における企業間
の疲労が目立つ。これらは、ある種サービス業界
における経営悪化の内部要因として考えられる。
また、企業間の疲労に伴い、そこに勤務するヒ

トの勤務時間の上昇は目立つ。結果的に、余暇に
対する消費傾向が低下する外部要因となる負のス
パイラル要因が現在のサービス業界における現実
であり、これらは、サービス産業だけでなく、IT
サービスや製造業などモノ＋サービスという産業
にも大きな影響を及ぼしている。
問題構造でありながらも、企業がサスティナブ

ルなビジネスを継続していく為には、顧客ニーズ
に融合させていくことのコストは、環境変化に対
する設備投資的な側面と解釈できる。
しかしながら、コストを投下しているとしても

決して顧客に反映されていると感じない、むしろ
不満足に感じる要因というものも存在する。次に
事例であげるのは、日高らが挙げたドーナツ店 C
社に於ける、レイアウトと販売方法における顧客
期待喪失モデルである。

3. 事例 1　C社の事例より
C社について日高らは発表において、価値の提

供を継続的に行うこと、そしてマネジメント・オ
ペレーションの部分において慎重さが必要であり、
それらを無くして、事業の成長性には疑問符が呈
されると主張した。C社に追随する様に、他社も
同種のビジネスによって参入をおこなっており、結
果的に、競争が激化していることが明らかである。
サービス産業における競争戦略の一つとして位

置づけられる知名度やブランド力は構築できてい
るが実際の店舗におけるオペレーションはどうで
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あろうか。下の図は実際の店舗を模している。

カウンター 箱で買わない人の列行列になりがち常時１０人以上いる
箱で買う人の列１分あたり１人並ばない程度の並び

図 1: C社における店舗オペレーション

本稿投稿時においては、大まかな範囲で捉えて
いるが、箱で買う場合（6個 or12個）と箱で買わ
ない場合において並ぶ列が異なり、この状況だけ
で推察すると現状においては、6個以下での購入が
主流となっていると言えよう。しかしながら、出
店初期における人気・知名度などから一定量の集
客が見込めるため、箱売りでの販売が主となって
いる。顧客ニーズを考えた場合、箱はお土産プラ
ス今食べたいと願う顧客が多く、製品原価率が極
めて高いと『コナモノビジネス』において、顧客
ニーズに合わせた展開を ORの側面から検討でき
ないかというのが今回の事例である。カウンター
における人の作業は一定であり、顧客に対して、待
ち行列状態が終了した顧客に対し、いくつかの制
約条件なく販売することによってのメリットがあ
るか？ 最終的にどちらがサスティナブルなサービス経営か？

制約条件付販売
箱で買う人（6or12個・・・）

制約条件なし販売
箱で買う人（6or12個・・・）

箱で販売
単独で販売

自由に販売
図 2: 待ち行列による代替案モデル
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発表時において、仮想データを用い検討を行う。
日高らは、現時点において、既にサービスマネ

ジメントを論ずる上で必要である真実の瞬間の喪
失を、このオペレーションの中から見出し、コモ
ディ化の中で C社の競争戦略上の優位性を大きく
損ねる可能性を指摘する。

4. 事例 2　K社の事例より
今度は複合型アミューズメント運営企業K社の

ビジネスモデルを取り上げる。K社は、映画館を
創業時のビジネスとして、その後、映画・外食・遊
技場を郊外の施設で一箇所に集約。昨今では、自
社で温泉を掘り、温浴施設やビジネスホテルも含
めた多目的複合施設運営企業として全国に事業展
開を行っている。

図 3: K社の店舗レイアウト

広大な敷地と駐車場また繁華街からの毎時発車
のシャトルバスの運行により、若年層から高齢者
まで、世代を選ばず数多くの来場者が、日々詰め
掛けており、図 3の施設においては、隣接する場
所に、ビジネスホテルを併設。観光のみならずビ
ジネスユースによる利用も促進している。
本稿において、検討する材料は商圏が異なるレ

ンジを有する施設群の中において、顧客セグメン
トに応じて、顧客はどのように行動し結果的に退
出していくのかをマルコフ過程で検討する必要性
が高く、これが一般化できるモデルである初段階
として位置づけられるとして推察したからである。

K社 T店の施設利用変移モデルの仮説
K社施設社施設社施設社施設ををををマルコフマルコフマルコフマルコフ的的的的にににに利用利用利用利用ファミリー層 ゲームセンター

単独
友達同士

パチンコ店ボーリング映画温泉外食
退店入店

ビジネスホテル
図 4: 複合型施設における行動マルコフ過程

また、同様にビジネスホテル利用者への顧客サー
ビスまた朝食会場として、『天然温泉コロナの湯』
の同時利用については、資源流用性の高さから位
置づけられ、比較的原価率の低い各設備群を相互
的に活用させることにより、サービス産業の経営
効率性が導き出されると経営幹部からのレビュー
をいただいている。これも本発表時に行う。

5. 事例 3　茨城空港の事例より
最後に賛否両論存在する中で、誕生した茨城空

港をサービスと ORの視点から論じていく。問題
構造は、比較的明確で、羽田・成田圏から 120分
程度に位置する人口のそれほど多くない県に空港
が必要か？という問題である。
外的な要因として茨城全県区で考えても、利用

増を見込める可能性は極めて小さく、県南部地区
であれば、羽田というマンモス空港を利用する。ま
た県中央の水戸市内であっても、同様の可能性が
あり、空港そのものである内的要因として、LCC
（格安航空会社）の国際線及び国内一路線が就航す
るのみで、コアとなる航空会社の訴求が行われて
いない現状が見て取れる。
そこで、本稿において次のことを提案する。

北関東茨城空港計画（仮）

既存の茨城県内の顧客にとどまるだけでなく周辺また北関東全域の空港として利便性を有していることから地域連合によって空港支援をしていくことが必要使いやすい空港へ北関東茨城空港化計画北関東茨城空港化計画北関東茨城空港化計画北関東茨城空港化計画

前橋（群馬）120分圏内 宇都宮（栃木）60分圏内 茨城空港（水戸・茨城）

VS羽田空港
図 5: 北関東茨城空港計画

まずは、周辺地域から羽田・茨城空港への定量
的な分析を実施し、その時間対効果・費用対効果
を検討しなくてはならないと推察する。
次に、対象となる路線の決定が必要となる。想

定できるのが、札幌（千歳）・福岡・沖縄であり、
逆にこれらの地域から、北関東地区への余暇提供
の一環として LCCの利用により、低価格にてサー
ビス空間を提供できる余暇の創造を実現できる可
能性を推察。妥当性も含めて今後、研究を進めて
いく。

6. おわりに
モノが売れないという事実は、今に始まったこ

とではない。『コトつくり』を行う為にどうすべき
か？そしてその検証として ORの有用性を強く本
年も述べたい。
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